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第５次集中改革プランの検証について

１ 第５次集中改革プランの振り返りについて

第６次集中改革プラン（令和５年度～令和７年度）の策定にあたり，令和４年１０月時点における暫定的な第５次集中改革プラ

ンの振り返りを行い，確認した成果と課題を基にして各取り組み項目を「継続」，「拡大」，「廃止」として整理し，６次プランに反

映させたところである。

今回，令和４年度決算が確定したことから，効果額の精査も含めて，改めて第５次集中改革プランの検証を実施した。

２ 第５次集中改革プラン財政効果 (単位：円）

№ 事業名称
担当課

(R4まで）
令和２年度効果額 令和３年度効果額 令和４年度効果額 計

17 滞納額の整理の推進 納税課 68,307,000 38,353,000 31,972,000 138,632,000

18 使用料等の収入の確保 滞納特別対策室 28,314,453 49,443,860 7,859,966 85,618,279

19

ふるさと納税制度の活

用 政策課 427,794,446 568,051,833 798,597,550 1,794,443,829

20 遊休資産の活用 財政課 61,662,426 58,181,150 37,234,950 157,078,526

21 病院事業の経営健全化 経営企画課 110,000,000 4,732,000 511,341,000 626,073,000

22 水道事業の経営健全化 経営管理課 6,409,595 8,423,128 6,662,946 21,495,669

効果額計
702,487,920 727,184,971 1,393,668,412 2,823,341,303

資料２－１
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３ 第５次集中改革プランの取り組み状況結果について

４ 各項目の評価と今後に向けての課題

達成状況 件数 割合

Ａ 計画通りに目的を達成した 5 22.7％

Ｂ 目的は達成したものの，若干問題を残した 8 36.4％

Ｃ 取り組みは行ったが，計画通りに進まなかった 9 40.9％

Ｄ 計画の実現困難等，ほとんど進まなかった 0 0

合計 22 100％

№
事業名

（現担当課）
評価

3 年間の振り返り※主なもの

（〇達成できたこと●できなかったこと）
今後取り組むべき課題

1

多様な話し合いの場と環

境づくり

（まちづくり推進課）

C

○宮沢地域振興協議会の地域計画策定支援を行

い，令和４年度計画策定に至った。

○中止となっていた高校生タウンミーティングを

令和 4 年度に再開。陸羽東線の利活用策につい

て，ワークショップを行った。

●コロナ禍のため，話し合いや人材育成につなが

る取組みが消極的となった。

・地域の役員の重複や高齢化，担い手不足など，

若い人材のまちづくりへの参加率の低さが大き

な課題となっており，市民やまちづくり団体と

市民協働をより一層推進していく必要がある。

・市民とともにまちづくりへの参加意識を高める

ため，職員の意識向上に向けた研修機会の充実

を図る必要がある。

2

事務事業の整理・統廃合の

推進

（行政管理課）

C

○会議等のペーパーレス化によって業務の効率化

と経費節減につながった。

●全庁的に事業のスクラップを進めるにあたって

の方針等を策定するまでには至らなかった。

・事務事業評価を活用し，確実な事業終期の設定

と優先度に着目した既存事業の見直しに取り組

む必要がある。

・職員の意識改革や基本方針等の策定が必要。
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№
事業名

（現担当課）
評価

3 年間の振り返り※主なもの

（〇達成できたこと●できなかったこと）
今後取り組むべき課題

3
アウトソーシングの推進

（行政管理課）
C

○アウトソーシングに向けた説明会を実施するな

ど，アウトソーシングに関する考え方の周知を

図った。

○令和５年４月より，放課後児童クラブの運営を

民間企業に委託した。

●新たな委託可能事業の掘り起こしには至らなか

った。

・6次プランにおいては，民間企業や各種団体と

の連携の推進を進めることとし，その手法とし

てアウトソーシングの推進を目指す。

・委託可能な業務の掘り起こしや行政コストの縮

減と市民サービスの促進を図る。

4
保育所の民営化

（子育て支援課）
C

○「大崎市公立保育施設民営化計画」に基づき，

公立保育施設の統廃合及び私立保育施設の設置

を進めたことで，保育を民間で行う割合が高ま

った

●保育ニーズの減少もあり，民間保育施設の経営

環境にも変化が生じてきていることから，子育

て支援総合施設の民営化実現には至らなかっ

た。

・統廃合推進後の公立保育施設においては，利用

者から求められる役割を果たしながら，効率的

な施設運営となるよう努める。

5
補助金・負担金の見直し

（行政管理課）
A

○補助金・負担金に対し，事業の目的，効果等に
ついて補助金等審査会によるヒアリングを行
い，各補助金の今後の方向性を明確にした。

○令和 3 年度の補助金審査会での指摘事項につい
て，各課の取り組み状況の追跡調査を行い，進
捗管理を行った。

・各補助金を検証する体制は確立されたと思う

が，形骸化せず，継続して確認していくことが

重要と考える。

6
使用料等の見直し

（行政管理課）
C

○コスト計算に基づく適切な使用料・手数料のあ
り方について，庁内全体で議論を行うことがで
きた。

●様々な要因が重なったことにより，改正時期

が 2回延期となった。

・公平性を原則とした使用料・手数料の確立。

・市民の利便性の向上。
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№
事業名

（現担当課）
評価

3 年間の振り返り※主なもの

（〇達成できたこと●できなかったこと）
今後取り組むべき課題

7

市民ニーズの業務への反

映

（行政管理課）

B

○令和 4 年度は陸羽東線の利活用促進に関する地
域懇談会を開催できた。

●コロナ禍により人が集まり話し合う事が自粛と
なり，市民ニーズを把握する機会が減ってしま
った。

・市民ニーズの的確な把握と業務への反映。

8
組織機構の見直し

（政策課）
A

○新庁舎の供用開始に併せて，組織機構の改編を

行った。

・社会情勢の変化等を見極めながら組織体制のあ

り方については常に検討する。

9

適正な定員管理計画の推

進

（人財育成課）
C

○定年延長制度の実施に必要な条例等例規類を整
備し，令和 5 年 4 月 1 日から施行することができ
た。
○人財育成や事務改善に再任用職員が持つ知見や
経験を活用できるよう，適切な職員配置に努め
た。

●新規採用が予定数に達しなかったことや自己都

合退職が増加したことにより，令和 3～4 年度につ

いては定員管理計画の計画人数（一般職＋再任用フ

ルタイム）を下回る職員数となった。

・定員管理計画の目標達成（令和７年度 4月 1 日

時点の一般職＋再任用フルタイム：990 人）に

向けた職員の採用。

・現行の定員管理計画（計画期間：令和 2～6 年

度）の検証及び令和７年度以降の定員管理計画

の策定。

・60 歳超職員の知識・経験・技能等の継承と効果

的な職員配置。

・事務事業に応じた会計年度任用職員の適正な配

置。

10
人財育成の推進

（人財育成課） C

○オンライン研修や定住自立圏協定構成市町で行
う研修への相互参加など，研修機会の確保に努
めた。

○人財育成アクションプランを策定し，人財育成
基本方針の実現に向けた具体的な取組みを示す
ことができた。

○職員意識調査を実施し，職員の業務や職場に対
するエンゲージメントを数値化し，把握した。

●職員意識調査の点数が低下傾向であること。
●業務上必要な資格取得支援等の人事制度につい
て，まだ検討中の段階である。

・社会情勢や行政課題等への対応，業務改善に資

する研修内容の検討と実施。

・職員意識調査を検証し，研修内容やワークライ

フバランスの改善に活用。

・オンライン研修やＥラーニングなど，研修を受

講しやすい環境の整備。

・人財育成基本方針及び人財育成アクションプラ

ンの推進。
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№
事業名

（現担当課）
評価

3 年間の振り返り※主なもの

（〇達成できたこと●できなかったこと）
今後取り組むべき課題

11

マイナンバーカードの利

用拡大

（デジタル戦略課）
B

○マイキーID 設定支援窓口を設置し，マイナンバ
ーカードの健康保険証利用および公金受取口座
の登録申込にかかる支援を行った。

○引っ越しワンストップサービスとして，オンラ
インによる転出届の提出を可能とした。

●マイナンバーカードを活用した本市独自の行政
サービスの導入には至らなかった。

・マイナンバーカードを活用した行政サービスの

拡大。

12

行政情報のオープンデー

タ化の整備

（総務課）

B

○ 内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室の「推
奨データセット」等を参考に，市民の関心が高
いデータを優先に公開を進めた。

○令和 2 年度は避難所等一覧，令和 3 年度は文化
財一覧，令和 4年度は子育て施設一覧をオープ
ンデータとして公開した。また，令和 4 年 10 月
に開設された「宮城県及び市町村共同オープン
データポータルサイト」に本市のオープンデー
タを公開することで，県内広くデータの利用を
可能とした。

●他課が所有するデータの把握とデータ提供に係

る各課との協力体制の構築ができなかった。

・各課で保有するデータの公開の募集。

・市民ニーズの高いデータを把握し，オープンデ

ータ公開数の増加と充実。

・ 公開したオープンデータの活用のため，各種団

体へ周知。

13

電算システム運用の見直

し

（デジタル戦略課）

A

○内部情報系端末は庁内であれば基本的にどこで
も利用可能な設計とし，会議等に端末を持参可
能にした。そのため，今まで会議毎に印刷して
いた資料が，ペーパーレス化へとつながった。

○グループウェアの掲示板やファイル管理等を活
用し，各部署の取組状況やマニュアルを掲載す
ることにより，システムを有効活用した事務の
効率化について周知し，取り組むことができ
た。

●活用方法のさらなる周知徹底。

・内部情報系システム・端末における利用ルー

ル，マニュアル，基準の明示。

・庁内研修等の実施。
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№
事業名

（現担当課）
評価

3 年間の振り返り※主なもの

（〇達成できたこと●できなかったこと）
今後取り組むべき課題

14

ＡＩやＲＰＡ等を活用し

た業務の効率化

（デジタル戦略課）

B

○AI，RPA の導入効果を調査研究し，本格導入す
る業務を拡大することができた。

○AI，RPA の導入業務拡大により，入力時間の削
減など事務効率化を図ることができた。

●全庁的な AI，RPA の導入拡大には至らなかった。

・AI，RPA 等の ICT ツールを活用することによる

全庁的な業務の効率化。

・業務効率化に向けた職員の意識醸成を図るため

の研修の実施。

15

市の公共施設のあり方の

検討

（財政課）

B

○公共施設等総合管理計画の個別施設計画を令和
２年度に策定したことにより，公共施設等適正
管理推進事業債を活用し，公共施設の適正化の
推進を図ることができた。

○公共施設等総合管理計画を推進するにあたって
の庁内手続きを明確化することができた。

●公共施設等総合管理計画の実現に向けた，各地
域等における削減計画の策定見通しについて，
モデル事例の作成までに至らなかった。特定建
築物の調査体制を確立することができなかっ
た。

・公共施設等総合管理計画は，令和 38 年度までの

長期計画であることから，将来を見据えた検討

及び取り組みを行っていく必要があるため，検

討の基準などを確立することはもとより，本市

におけるモデルとなる事例を作成するための取

り組みが必要である。

・ 特定建築物の調査については，毎年度の業務で

あることを踏まえた技術者の配置を検討する必

要がある。

16

集会施設の地域への譲与

の推進

（まちづくり推進課）

C

○譲与に向けた地域と丁寧な協議を重ねることが
できた。

○地域の実情などから譲与件数は少ないものの，
可能な地域から着実に譲与を進めた。

●各地域の実情もあり公共施設等総合管理計画通
りの譲与や廃止には至らなかった。

・本市公共施設等総合管理計画に基づき，地域の

実情や施設の状況等に応じ，譲与について地域

との話し合いを進めているものの，施設の老朽

化度合や認可地縁団体の取得にかかる事務手続

の煩雑さなどから，計画通りの譲与に至らない

状況にある。

・少子高齢化に伴い継続して集会施設を維持管理

していくことへの不安や，建設から 30 年以上経

過した施設については，改修経費が多額とな

り，譲与に向けた協議に時間を要している現状

を踏まえ，隣接する集会施設との統廃合や改修

基準の見直しなども検討し，適宜，地区住民の

方々と施設のあり方を話し合いながら譲与を進

めていく必要がある。
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№
事業名

（現担当課）
評価

3 年間の振り返り※主なもの

（〇達成できたこと●できなかったこと） 今後取り組むべき課題

17
滞納整理の推進

（納税課）
C

○滞納整理の推進及び現年度課税分の徴収強化対

策を行い，収納率の向上及び滞納額の縮減にお

いて一定の成果が得られた。

○預貯金調査のデジタル化への取組みを行い効率

的な財産調査を促進し，効果的な差押執行によ

る配当が得られた。

○宮城県地方税滞納整理機構への移管や連携によ

り，市単独では困難であった配当や収納が得ら

れた。

〇Web 口座振替受付サービス及びペイジー口座振

替受付サービスの導入による口座振替の推進と

ともに，スマートフォンアプリ収納サービスの

導入による納付環境の整備を行ったことで，納

税者の利便性の向上に寄与するとともに，年度

繰越の防止に一定の効果が得られた。

●新型コロナウィルス感染症や令和 4 年台風 15 号

罹災，燃料費の高騰や物価高などの影響もあ

り，令和 3 年度及び令和 4 年度の滞納整理推進

による直接的効果において，目標額の

51,000,000 円を達成できなかった。

・計画的な進行管理のもと，納税相談や納税折衝

を通じ，また，効率的な財産調査の実施による

滞納者の実態把握に努め，担税力を見極めなが

ら滞納者の実情に即した適切な滞納整理を推進

する。現年課税分は，早期催告・早期接触を念

頭に，年度繰越の防止と滞納税の早期解消を図

る。
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№
事業名

（現担当課）
評価

3 年間の振り返り※主なもの

（〇達成できたこと●できなかったこと） 今後取り組むべき課題

18
使用料等の収入確保

（納税課）
B

○各債権担当課単体だけでなく，滞納特別対策室
として滞納整理（滞納整理強化期間の設定及び
共同催告の実施）を行うことにより，滞納額の
削減ができた。

○定期的に各債権担当課が集まり，連絡会議等を
通じて滞納状況や取組内容を確認するなどの情
報共有を行うことで，より効果的な取組みや専
門的手法などのアップデート，職員のスキルア
ップ向上などが図られた。

●個別債権の特性の違いや滞納者個々の背景など
により，早期解決に至らない場合や削減が困難
な事例もあることから，引き続き，債権担当課
間での連絡・連携を図りながら，効果的な取組
みを行っていく。

・各債権担当課への滞納整理業務に関する指導及

び連携強化。

・滞納整理強化月間を設けた共同催告の実施。

・会議の開催などによる定期的な滞納整理の状況

確認及び情報共有を行い，画一的な滞納整理の

技量を確立する。

・適時適正な納付方法や納付環境の整備に取り組

む。

19
ふるさと納税制度の活用

（政策課）
A

○多様な寄付サイトを開設し，利用者の様々なニ
ーズに対応することができた。

○順調に寄付額が増加しており，令和 4年度は見
込み額を大きく上回る寄付額となった。

●交流・体験メニュー等の開発についてはあまり
進まなかった。

・旅行者等が気軽に納税ができる仕組みづくり。

・首都圏等に向けた効果的な PR の実施。

・魅力的な返礼品の開発（交流・体験）。

・地元企業と意見交換会を開催し，ふるさと納税

制度の周知と新規の素材の掘り起こしを行う。

・企業版ふるさと納税の推進。

20
遊休資産の活用

（財政課）
B

○遊休資産の売却については，公募型の一般競争
入札による売却（原則）を進めた。

○購入希望のある土地について，庁内関係課と調
整し，売却に向けた取り組みを行った。

○市の資産を市ウェブサイトで公表するととも
に，市の資産のうち遊休資産について，検討を
進めた。

●売却できる資産について，売却するための準備
に時間を要してしまい，計画的な売却を行うこ
とができなかった。

・積極的な売却や活用を図るために，既存建物等

がある状態での売却や各地域における売却物件

の計画的な境界確定など，売却に向けた計画的

な条件整備を図るとともに，先着順による売却

などの制度を整備する必要がある。
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№
事業名

（現担当課）
評価

3 年間の振り返り※主なもの

（〇達成できたこと●できなかったこと） 今後取り組むべき課題

21
病院事業の経営健全化

（経営企画課）
A

○第 2期病院ビジョンではＢＳＣを取り入れ，経
営，利用者・職員，業務プロセス，教育と成長
の 4 つの視点から看護部，医療技術部門，事務
部門それぞれが具体的な目標を定めながら業務
を行った。

○分院の地域包括ケア病床は第 2期病院ビジョン
計画時より 1 年前倒しで全病床を転換すること
ができた。そのことにより収益の増となった。

○医療の質改善に寄与する病院機能評価の更新審
査を令和 4 年 11 月に受審し，本年 5月に認定さ
れた。病院機能評価の認定については，診療報
酬の加算にも影響しており，日頃，医療の質の
向上を意識することが患者サービス，経営の室
の向上に繋がった。

○働き方改革推進室を令和 3 年 10 月に人事厚生課
内に設置し，労働時間管理運用ガイドブックの
内容更新等をしながら時間外勤務の縮減に取り
組み，また休暇取得の促進も行った。

・公立病院経営強化プランでは，大崎地域におけ

る持続可能な医療体制の構築において，本院は

急性期機能を担う大崎地域の基幹病院としての

位置づけが明確となり，分院，診療所について

は地域包括ケアシステムの一端を担う，かかり

つけ医としての機能が一層重要となってくる。

本院，分院の一体となった連携と機能分担によ

り，効率的な外来，病床運用をしていく。

・病院機能評価を分院でも受審することで，病院

事業全体で改善活動を推進し，さらに質の高い

医療提供を目指す。

・第 2 期病院ビジョンの結果検証を踏まえ，公立

病院経営強化プランと連動した第 3 期病院ビジ

ョンの策定と確実な実行。

22
水道事業の経営健全化

（経営管理課） B

○第 1期の水道事業包括業務が完了し，第２期包
括業務については，下水道事業の排水設備を組
み入れることで，上下水道部の統合メリットが
図られた。

○上古川 3 号配水池の耐震補強工事が完了した。
○市内の水道料金について，統一化を図ることが
できた。

●遊休資産である浄水場解体跡地について，検討を
行ったが，売却までには至らなかった。

●組織統合による，共通事務の効率化や事務の改

善

・遊休資産の有効活用や処分

・包括業務における各業務の効率化とサービス充

実。

・適切な債権管理。

・下水道未整備地域の計画的な汚水管渠整備と水

洗化促進等による，下水道事業経営効率化の推

進。


